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　憲法ひろば12月例会は５日(土)13時半から文化会館たづくり・映像シアターで田崎耕次さん（写真左下、元共同通信科学部長）のお話を伺いました。司会は丸山重威(写真左上)、写真係は鈴木彰、レポートは石川康子の各世話人が担当。参加者32人。　（編集部）
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菅内閣の地金が露呈





　菅首相による学術会議会員候補６人の任命拒否は「国民のために働く内閣」という看板の背後の菅内閣の地金を露呈した。科学者の戦争協力への反省から１９４８年に設立された日本学術会議は、全国の科学者による公選の会員で構成され「科学者の国会」ともいわれた。１９６７年には「戦争を目的とする科学の研究は絶対に行わない」と声明し、２０１７年にも「軍事的安全保障研究とみなされる可能性のある研究」については「ガイドラインを設定することも求められる」と、妥協的ながら「軍事研究」とは距離を置いている。





目障りな存在





　憲法を改正して軍事力強化をはかる歴代政権には目障りな存在で、すでに１９８３年の法改正で会員の公選制は廃止され、分野ごとに設置された研究連絡委員会の推薦に基づき内閣総理大臣が任命することになった。が、この時でも中曽根首相は「政府が行うのは形式的任命」と言明している。閣議決定で武器輸出を「防衛装備移転」と言い換えて緩和し、「集団的自衛権」の行使を容認して、２０１５年９月に新「安保法制」を強行採決した安倍内閣は、学術会議への圧力を強め、２０１７年には科学技術の「デュアルユース」（軍民両用）の検討を求めている。学術会議はフォーラム「安全保障と学術の関係～日本学術会議の立場」を開き、前出の声明を出した。





特に目障りな人文・社会科学系





　廣重徹著『戦後日本の科学運動』の中に「１９５１年学術会議が研究者に対して行ったアンケートで、研究の自由が一番あったのは戦争中だったという答えが第１位を占めた」という記述がある。戦時には「科学」振興が叫ばれた。１９３９年には「企画院」に「科学部」が新設され、41年「科学技術新体制確立要綱」で「高度国防国家完成の根幹たる科学技術の国家総力戦体制の確立」が謳われる。一方では滝川事件に象徴される言論弾圧があった。戦後は１９５８年設置の科学技庁管轄下の科学技術会議が、総合科学技術会議、総合科学技術・イノベーション会議と名称を変えながら、莫大な予算をつけられている。その一方で、文科系には、例えば２０１５年に文科省が国立86大学に人文・社会科学系や教員養成学部の廃止要請を出すなど、攻撃を強めている。今回任命を拒否された研究者たちも全員人文・社会科学系で、安倍政権の軍事化政策になんらかの形で反対または批判を表明していた。





科学研究が｢衰弱死｣する





　日本の科学研究を政権の思惑通りに進めようと、科学研究助成金を「選択・集中」させた結果、「研究する力が衰えている」と科学史家村上陽一郎氏は警告する。研究開発費の増減指数は中国が突出しているが日本は韓国と比べても低下している。博士号をとっても就職できない「ポスドク」は１万６千人と言われる。研究費の潤沢なデュアルユースへの誘惑が生じる所以だが、ノーベル賞級の研究成果は、「選択・集中」された分野以外で出ていることに留意すべきだ。


　　（石川 康子・記）





�





�





�








